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満足度についてお伺いします」という質問に対して、1 (不満足) , 2 (やや不満足) , 3 (普通) , 







                                                 
4後述するように、これらの分析結果は共通して、賃金の影響は就業形態や地域によって異
なることを指摘している。 






7今回の調査における対象数は、事業所が 17030, 労働者が 51090人となっており、有効回



















1=不満足 2.5% 7.2% 18.4% 9.7% 7.0% 9.8%
2=やや不満足 6.2% 13.4% 27.7% 19.1% 17.1% 18.7%
3=普通 36.7% 52.7% 34.5% 40.3% 47.3% 50.2%
4=やや満足 34.7% 15.8% 11.4% 15.9% 15.1% 11.8%














1=不満足 5.9% 4.7% 4.9% 9.2% 8.9% 4.6%
2=やや不満足 13.4% 11.7% 10.7% 16.4% 19.1% 12.4%
3=普通 40.3% 37.1% 47.3% 48.0% 50.3% 55.2%
4=やや満足 23.1% 25.8% 20.5% 13.9% 12.9% 17.5%
5=満足 15.4% 19.0% 14.2% 9.4% 5.4% 6.9%
注：『介護労働実態調査』の調査結果を参考に筆者作成




















ると、3 (普通) に最も多く回答が分布しており、そこから 4 (やや満足) が続き、2 (やや不
満足) 、5 (満足), 1 (不満足) の順になっている。そして、③ (賃金) や④ (労働時間・休日
等の労働条件)、⑤ (勤務体制) や⑥ (人事評価・処遇のあり方)、⑩ (福利厚生)と⑪ (教育訓
練・能力開発のあり方) 以外についてはおおよそこの傾向があてはまる。 

















えば Shields and Ward (2000) は、イギリスの NHSサービスに従事する看護師の個票デー
タを用いてかれらの離職意思と満足度の関係を実証分析しているが、このときに就業継続
意思と同様の変数を被説明変数としてプロビット推定を行っている。そして、日本において




答となっている。なお、回答項目は 1 (半年程度), 2 (１～２年程度続けたい), 3 (３～５年程
度続けたい), 4 (６～１０年程度続けたい), 5 (働き続けられる限り), 6 (わからない) となっ
ている。以下では、この意思の傾向について考察する。だが、その前に改めて、満足度をこ










2.90 2.54 2.19 2.47 2.54 2.68
(1.22) (0.97) (1.21) (1.44) (1.15) (0.97)
3.41 2.90 2.54 2.88 2.94 2.74
(0.72) (0.70) (1.14) (1.15) (1.00) (0.80)
3.61 3.00 2.63 2.99 3.04 2.82
(0.75) (0.73) (1.14) (1.21) (1.00) (0.82)
3.63 3.02 2.63 3.04 3.10 2.85
(0.75) (0.77) (1.11) (1.23) (0.96) (0.84)
3.79 3.14 2.70 3.18 3.20 3.00



























2.68 2.90 2.93 2.62 2.40 2.51
(1.32) (1.52) (1.25) (1.12) (0.89) (0.97)
3.15 3.34 3.16 2.82 2.77 2.94
(1.05) (1.04) (0.89) (0.94) (0.70) (0.62)
3.30 3.42 3.29 2.91 2.84 3.07
(0.98) (1.01) (0.93) (1.02) (0.80) (0.64)
3.28 3.40 3.31 3.00 2.83 3.11
(0.99) (1.05) (0.88) (0.99) (0.86) (0.63)
3.43 3.56 3.41 3.10 2.98 3.25

































 このようにみてみると、① (仕事の内容・やりがい) と⑧ (職場の人間関係、コミュニケ













り、図 7 はそれをヒストグラムで表したものである。5 (働き続けられる限り) に最も多く
回答が分布しており、以下、 3 (３～５年程度)、4 (６～１０年程度)、2 (１～２年程度)、1 
(半年程度) の順になっている。このように、「働き続けられる限り」が全体の半分以上を占


























 表 6は「営利企業」と「非営利組織」の満足度と就業継続意思の平均値の差を t検定で調
べたものである。このように、⑨ (雇用の安定性) と⑩ (福利厚生) 、そして、⑪ (教育訓
練・能力開発のあり方) 以外の項目において「営利企業」の平均値の方が高く、さらに、有
意水準 1%で統計的有意性を持っていることがわかる。一方、上記の三項目のうちの⑨ (雇






                                                 
9本稿における「非営利組織」とは、「「利潤以外の要素」を目的とする組織」としての広義
のものである。 
10非営利組織の効率化はアメリカにおいては Glaeser (2000) において指摘されており、日
本においても、営利企業と非営利組織の差異が徐々になくなってきていることは鈴木 
(2008) において指摘されている。 
満足度 営利企業 非営利組織 t検定の結果
① 仕事の内容・やりがい 3.67 3.55 ***
② キャリアアップの機会 3.09 2.97 ***
③ 賃金 2.69 2.47 ***
④ 労働時間・休日等の労働条件 3.09 2.99 ***
⑤ 勤務体制 3.14 3.01 ***
⑥ 人事評価・処遇のあり方 2.98 2.76 ***
⑦ 職場の環境 3.39 3.21 ***
⑧ 職場の人間関係、コミュニケーション 3.53 3.35 ***
⑨ 雇用の安定性 3.27 3.32 ***
⑩ 福利厚生 2.91 3.03 ***
⑪ 教育訓練・能力開発のあり方 2.87 2.85 *











 そして図 8, 9 は、営利企業と非営利組織の就業継続意思の分布をヒストグラムで表した




































                                                 
11Besley and Ghatak (2005) では”Motivated Agents” という概念が紹介されている。ま



















また、本研究は JSPS科研費 (課題番号H1702505) の助成を受けたものである。 
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